
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

労働雇用情勢等の調査・審議結果を県の施策に反映していく。

Ｈ26 H27
目標

H25末
（実績） 目標 成果 達成状況

ー

合計 510 323

２回 ２回 達成

510

景気の悪化、就業形態の多様化などにより労働環境が著しく変化する中、労働問題に関する重要事項について調査審議する。

景気の低迷により、雇用情勢は依然として厳しい状況が続いている。また、職業間での労働力需要のミスマッチが続いている。

成果目標の達成状況

項目

審議会

事業番号 06 06 01 事業改善シート （26年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 労働問題審議会事業 担
当
課

部局 産業労働部

２ 雇用の促進　３働きやすい労働環境づくりの推進 実施期間 S31 ～

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（その他）
【左記の説明、根拠法令等】

長野県労働問題審議会条例

課・室 労働雇用課

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail rodokoyo@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
１－６　職業能力の開発と安心できる雇用・就業環境づくり

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26事業実績
H26 H27

（当初） （決算） （当初）

労働問題審議会 直接 審議会の開催 510 323 510

721 510 510

合計（A) 723 510
２回

26年度 27年度

当初予算 723

補正予算

区　　分（単位：千円） 24年度 25年度

Aの
財源

721 510

概　算
人件費

0.10 0.10 0.10 0.10

826

577 580 323

826

0 0 0 0

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

本県における労働問題に関する重要事項を審議するため、労働者及び使用者の代表並びに学識経験者による同審議会の開催は必要
不可欠であり、今後も継続し実施する。

目標に対
する成果
の状況

労働問題審議会を２回開催し、若年者の就労対策等の労働問題に関する重要事項について審議を行った。
これを踏まえ、翌年度以降の施策展開を検討することができた。

 概算事業費（B（A）+C） 1,403 1,406 1,149 1,336

826 826

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

723 721 510 510


